
かつ、公正な選挙を執行するため、定期委員会及び必要に応じ臨時委員会を開催し、選挙  ６月、９月、１２月、３月各月の１日に、選挙人名簿への登録・抹消及び調整を行うための委員会を開催
執行の基本となる選挙人名簿を調製する。また、県議会議員一般選挙及び参議院議員通常選挙並びに市議会 する。そのため、事前に新規登録者及び抹消者等の資料を作成する。
議員一般選挙において、選挙時における必要事項の決定を行い、その任務を遂行する。 当該年度 それ以外の月は、在外選挙人名簿への新規登録者及び抹消者等の調整及び東葛飾地区選挙管理委員会連絡協

執行計画 議会の会長市となることから事務局の運営を行う。また全国市区選挙管理委員会連合会や関東支部、県連合
(3)事業内容 内　　容 会、市部会の役員市になることから総会などの役員会に出席する。

引き続き投票区の見直しを行う。
選挙の執行・管理及び選挙人名簿の調製等委員会議決案件に対する議 想定値 100当該年度
決件数 単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 住民の選挙権を適正に行使させるため、選挙人名簿等の調製を行なう。また、選挙時における必要事項等の決定を行なう。 直接 選挙の執行、選挙人名簿の調製等委員会議決案件に対する議決件数 ％ 100 100

令和 2年度 住民の選挙権を適正に行使させるため、選挙人名簿等の調製を行なう。また、選挙時における必要事項等の決定を行なう。 直接 選挙の執行、選挙人名簿の調製等委員会議決案件に対する議決件数 ％ 100

令和 3年度 住民の選挙権を適正に行使させるため、選挙人名簿等の調製を行なう。また、選挙時における必要事項等の決定を行なう。 直接 選挙の執行、選挙人名簿の調製等委員会議決案件に対する議決件数 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委員報酬 2,520 委員報酬 2,520 2,520 委員報酬 2,520 委員報酬 2,520
旅費 134 旅費 29 17 旅費 30 旅費 30
交際費 5 交際費 5 0 交際費 5 交際費 5
需用費 104 需用費 275 275 需用費 116 需用費 116
委託料 91 委託料 40 40 委託料 78 委託料 78
使用料及び賃借料 681 使用料及び賃借料 296 294 使用料及び賃借料 604 使用料及び賃借料 604
備品購入費 778 備品購入費 636 623 備品購入費 836 備品購入費 836

実施内容 負担金及び交付金 165 負担金及び交付金 118 116 負担金及び交付金 88 負担金及び交付金 88
東葛飾地区選挙管理委員会連絡協議会

(8)施行事項
費　　用 全国市区選挙管理委員会連合会理事会

関東支部定期総会・役員会
県連合会理事会
市部会
投票区の見直し業務

予算(決算)額 合　　計 4,478 合　　計 3,919 3,885 合　　計 4,277 合　　計 4,277
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 10 補助率 0 ％ 10 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,468 3,909 3,885 4,277 4,277

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.35 0.35 0 0
正職員人件費 3,520 3,080 3,080 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,998 6,999 6,965 4,277 4,277
(11)単位費用

79.98千円／% 69.99千円／% 69.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

委員会は、地方自治法に基づく必置機関であるとともに、国政選挙・地方選挙・その他直接請求等の事務の執行は、公職 ●①事前確認での想定どおり
選挙法により明確化されている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

定例委員会及び各選挙に伴う臨時委員会を開催した。法定事項に関する議案を提出して採択を受けた後、告示等を適切に
行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法定事務のため

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

定時・定例委員会及び各種選挙における臨時委員会を予定どおり開催し、提出議
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

案に対して採択を受けた後、告示等を適切に行った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,999 999 6,965 99.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

12.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.43

％ 10万円 1.44 99.31

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
選挙管理委員会は、法令等に基づく執行機関であり、代替組織による選挙の執行は不可能である。委員会においては、選挙執行の基本となる選
挙人名簿・在外選挙人名簿・市民投票資格者名簿を定時登録（３・６・９・１２月）及び各種選挙における名簿の調整を図った。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 995 課コード 1301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 委員会事務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 選挙管理委員会事務局・選挙管理委員会事

個別事業 選挙管理委員会の運営事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,147 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,999 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

公正な選挙の執行・管理及び選挙人名簿の調製
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

選挙権を保障し、



ティア団体である「明るい選挙推進協議会」が主体となり、平時においては選挙の大切さをＰＲ及び ・５月：明るい選挙推進協議会総会
お金のかからない選挙の実現に向けた啓発活動を推進し、選挙実施時においては投票率の向上に向けた啓発 ・８月：あびこかっぱ祭りでの啓発活動
活動を行う。また、平成２８年６月より選挙権年齢が１８歳以上に引き下げとなったことから市内の大学及 当該年度 ・１０月：産業まつりでの啓発活動
び高校と連携し若年層を取り入れていくことで組織の活性化へ向けた事業を行う。 執行計画 ・県主催による研修等への参加　・選挙時における臨時啓発

(3)事業内容 内　　容 ・近隣市町村との交流（若年層との交流）
・市内の高校と連携して主権者教育を行う
会全体としての事業活動への参加率 想定値 60当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 64

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 組織の活性化を図り、啓発活動等主催事業への参加率を向上させる。 直接 会員の啓発活動等の主催事業への参加率 ％ 60 70

令和 2年度 組織の活性化を図り、啓発活動等主催事業への参加率を向上させる。 直接 会員の啓発活動等の主催事業への参加率 ％ 75

令和 3年度 組織の活性化を図り、啓発活動等主催事業への参加率を向上させる。 直接 会員の啓発活動等の主催事業への参加率 ％ 80

会員はすべてボランティア活動のため、事業全部に参加することは難しいが、できる限り多くの人が参加できるよう環境を整え
(7)事業実施上の課題と対応 る。また、構成員の地域構成に偏りがあるため平均化を図るとともに、構成員が高齢化する中、若い世代の加入率の向上を目指 代替案検討 ○有 ●無

す。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費 105 報償費 101 92 報償費 101 報償費 101
需用費 100 需用費 94 88 需用費 200 需用費 200
負担金及び交付金 200 負担金及び交付金 200 200 負担金及び交付金 200 負担金及び交付金 200
市内高校への主権者教育 市内高校への主権者教育 市内高校への主権者教育 市内高校への主権者教育
・出前講座 ・出前講座 ・出前講座 ・出前講座
・模擬選挙の実施 ・模擬選挙の実施 ・模擬選挙の実施 ・模擬選挙の実施

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 405 合　　計 395 380 合　　計 501 合　　計 501
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 405 395 380 501 501

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 0.22 0.22 0 0
正職員人件費 2,992 1,936 1,936 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,397 2,331 2,316 501 501
(11)単位費用

56.62千円／％ 38.85千円／％ 36.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　本協議会の長年にわたる地道な活動により、不正のない明るい選挙が定着してきている。また、各種選挙時の投票率向 ●①事前確認での想定どおり
上のために貢献し、健全な民主主義の発展に寄与している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　今後も更に啓発活動を推進し、若年層の選挙に対する関心を高め、投票率の向上を目指していくために必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

啓発活動等会議及び各事業の参加率が向上したため。投票率の向上については、地道な活動を行っていく。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 選挙の時期にだけ行われる「臨時啓発」は、投票率の向上や

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 選挙犯罪防止を図る効果はありますが、国民の政治意識の向
□その他 　促進された 上を図るためには臨時啓発だけではなく、普段から継続して

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 行っていく「常時啓発」が必要であることから、市が事務局
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された の役割を担うべきと考えるため。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内のイベント等において、委員会と共同で啓発活動を実施 常時啓発は、あびこカッパまつりのイベント会場において、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り している。 啓発品の配布を行い、選挙時啓発においては、白ばら新聞の ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 編集作業を行った。また、街頭啓発になどより投票の呼びか ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している けを行った。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている チラシ等は、極力配布しないように努めている。啓発物資に 啓発物資については、チラシなど、すぐにゴミとして捨てら ●①想定どおり
□②生き物と共存している ついては、環境にやさしい物を選定する。 れてしまうような物は極力避けて、環境に配慮した啓発物資 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している を選定するように努めた。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
60 70 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

我孫子市の他行事等との日程調整に苦慮する会員が多かったが、調整を図った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 64 91.43
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,331 1,066 2,316 99.36
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

31.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3

％ 10万円 2.76 92

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
選挙や政治に関心を向けてもらうには、長い時間をかけて啓発活動を進めていく必要があり、その一端を担う明推協会員には、引き続き地道な
啓発活動を行ってもらう必要があると考えます。また、選挙権については、平成２８年７月の参議院通常選挙から１８歳以上に引き下げが実施
されたことから、若年層向け選挙啓発としては、選挙管理委員会や明るい選挙推進協議会だけではなく、最近始められた税務署とも連携を図り
ながら、高校の模擬選挙を進めていく必要があると考えます。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 996 課コード 1301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 選挙啓発活動 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 選挙管理委員会事務局・選挙管理委員会事

個別事業 明るい選挙推進協議会活動への支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,337 千円 (うち人件費 1,936 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,331 千円 (うち人件費 1,936 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

啓発活動の在り方及び協議会の活性化への支援
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

ボラン



満了に伴い執行される我孫子市議会議員一般選挙が公正に行われるよう、法
施策目的・

(2)目的 事業目的 令を遵守し、過誤のない適正な選挙を実施する。
展開方向

任期満了に伴う我孫子市議会議員一般選挙の管理・執行 ・４月・・・委員会により選挙期日の決定
・８月・・・立候補予定者説明会の開催準備

当該年度 ・９月・・・立候補予定者説明会の開催、投開票事務に必要な消耗品・備品類納品
執行計画 ・10月・・・届出事前審査等

(3)事業内容 内　　容 ・11月・・・選挙の実施
・臨時委員会等を開催し、告示、名簿登録・抹消等の必要事項の決定
執行計画に基づく適正な管理執行 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公職選挙法に基づき、適正且つ迅速な選挙を執行するとともに、投票率の向上を図る。 直接 選挙事務（投開票事務）における適正な管理執行 ％ 100 100

令和 2年度 － 0

令和 3年度 － 0

投票管理者・同職務代理者、事務従事者等の人員の確保が難しくなってきている。投票管理者等には、職員ＯＢ、事務従事者に
(7)事業実施上の課題と対応 は大学生等を積極的に任用する。また、投票率においては、明推協と連携し啓発を行い投票率の向上を目指す。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬 1,882 1,730
職員手当 10,488 10,454
共済費 25 20
賃金 1,900 1,802
報償費 96 74
需用費 4,263 4,129
役務費 5,441 5,337

実施内容 委託料 13,926 13,797
使用料及び賃借料 2,820 2,459

(8)施行事項
費　　用 工事請負費 120 97

備品購入費 500 480
負担金補助及び交付金 20,824 20,793

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 62,285 61,172 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 62,285 61,172 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.66 0.66 0 0
正職員人件費 0 5,808 5,808 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 68,093 66,980 0 0
(11)単位費用

0千円／％ 680.93千円／％ 669.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市議会議員の任期が平成３１年１１月３０日において満了となるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

任期満了による我孫子市議会議員選挙を令和元年１１月１７日に執行した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 選挙における投・開票事務については、執行機関として業務

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を行う必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な管理・執行を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 68,093 △68,093 66,980 98.37
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.15

％ 10万円 0.15 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
執行管理計画に基づいて業務を遂行した。 ４年後に実施予定。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2100 課コード 1301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 我孫子市議会議員一般選挙 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 選挙管理委員会事務局・選挙管理委員会事

個別事業 我孫子市議会議員一般選挙の管理・執行 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 80,206 千円 (うち人件費 5,808 千円）⑦事業費
総事業費 78,419 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 68,093 千円 (うち人件費 5,808 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

平成３１年１１月３０日の任期



の施行を的確にし、特に今回の選挙は、投票年齢の
施策目的・

(2)目的 事業目的 引き下げられての初めての選挙となるため、特に過誤のない適正な選挙を実施する。
展開方向

平成３１年７月２８日で任期満了となる参議院議員通常選挙を執行する。 ４月～７月
・投・開票事務に伴う書類及び資料の作成

当該年度 ・選挙に伴う臨時委員会の開催
執行計画 ・期日前・不在者・当日の投票及び開票事務の執行管理

(3)事業内容 内　　容

執行計画に基づく適正な管理執行 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公職選挙法に基づいた適正且つ迅速な選挙の執行・管理及び多くの有権者の投票参加による選挙の実施 直接 選挙事務（投開票事務）における適正な管理執行 ％ 100 100

令和 2年度 － 0

令和 3年度 － 0

期日前投票の期間が１６日間と長くまた、執行日が７月の夏休み期間であり、事務従事者の確保が困難となることが予想される
(7)事業実施上の課題と対応 ため、執行日の周知及び職員等への委嘱を早めに行う等、協力体制を強化する。また、昨今の投票率の低下が問題視されてきて 代替案検討 ○有 ●無

いるため、明推協と連携し地道な啓発活動を行っていく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬 2,503 2,346
職員手当 14,094 13,932
共済費 25 20
賃金 2,598 2,503
報償費 95 67
旅費 1 0
需用費 2,431 2,206

実施内容 役務費 6,630 6,457
委託料 7,036 6,990

(8)施行事項
費　　用 使用料及び賃借料 2,505 2,314

工事請負費 120 96
備品購入費 2,474 2,474

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 40,512 39,405 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 40,512 39,405 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.66 0.66 0 0
正職員人件費 0 5,808 5,808 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 46,320 45,213 0 0
(11)単位費用

0千円／人 463.2千円／％ 452.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

参議院議員の任期が平成３１年７月２８日に満了となるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

任期満了による参議院議員通常選挙を令和元年７月２１日に執行した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 選挙における投・開票事務については、執行機関として業務

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を行う必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な管理・執行を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 46,320 △46,320 45,213 97.61
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.22

％ 10万円 0.22 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
執行管理計画に基づいて業務を遂行した。 ３年後に実施予定。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2155 課コード 1301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 参議院議員通常選挙 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 選挙管理委員会事務局・選挙管理委員会事

個別事業 参議院議員通常選挙の管理・執行 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 51,976 千円 (うち人件費 5,808 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 46,320 千円 (うち人件費 5,808 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

民主主義の基盤である選挙が公正に行われるよう、法令



誤のない適正な選挙を管理・執行する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

平成３１年４月２９日任期満了となる千葉県議会議員選挙の執行・管理を行う。 ・２月～３月
　投・開票事務に伴う書類及び備品等の準備

当該年度 　臨時職員の任用
執行計画 　県による諸会議への出席

(3)事業内容 内　　容 　選挙執行に伴う臨時選挙管理委員会の開催

執行計画に基づく適正な管理執行 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公職選挙法に基づいた適正且つ迅速な選挙の管理・執行及び多くの市民の投票参加による選挙の実施。 直接 選挙事務（投開票事務）における適正な管理執行 ％ 100 100

令和 2年度 － 0

令和 3年度 － 0

統一地方選挙の前半に行われるため、年度末から年度明けの期間での選挙となり、人事異動等で従事者の確保が困難となること
(7)事業実施上の課題と対応 が見込まれるため、執行日の周知を図る。また、明推協との連携を強化し、啓発活動を積極的に行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬 241 報酬 1,782 1,677
職員手当 1,353 職員手当 9,900 9,765
共済費 10 共済費 10 80
賃金 1,702 賃金 1,079 1,048
報償費 107 報償費 38 35
旅費 1 旅費 1 0
需用費 3,234 需用費 196 55

実施内容 役務費 5,100 役務費 985 909
委託料 3,741 委託料 1,962 1,946

(8)施行事項
費　　用 使用料及び賃借料 1,493 使用料及び賃借料 2,117 2,029

工事請負費 120 工事請負費 120 92
備品購入費 2,000 備品購入費 900 864

予算(決算)額 合　　計 19,102 合　　計 19,090 18,500 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 100 ％ 19,010 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 92 19,090 18,500 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.62 0.55 0.55 0 0
正職員人件費 5,456 4,840 4,840 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,558 23,930 23,340 0 0
(11)単位費用

613.95千円／％ 239.3千円／％ 233.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

千葉県議会議員の任期が、平成３１年４月２９日において満了となるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

任期満了による千葉県議会議員選挙を令和元年４月７日に執行した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 選挙における投・開票事務については、執行機関として業務

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を行う必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な管理・執行を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,930 628 23,340 97.53
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.42

％ 10万円 0.43 102.38

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
執行管理計画に基づいて業務を遂行した。 ４年後に実施予定。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2232 課コード 1301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 千葉県議会議員選挙 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 選挙管理委員会事務局・選挙管理委員会事

個別事業 千葉県議会議員選挙の管理・執行 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成30年度 ～ 平成31年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 28,780 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 24,382 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 23,930 千円 (うち人件費 4,840 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

選挙が公正に行われるよう、法令を遵守し過


